
調査計画 

１ 調査の名称 

    ６次産業化総合調査 

農業・農村の６次産業化総合調査 

（農業経営体等における６次産業化業態別調査票） 

２ 調査の目的 

農林水産物等及び農山漁村に存在する土地・水その他の資源を有効に活用した農林

漁業者等による事業の多角化及び高度化（農林漁業者による加工・販売への進出等の

６次産業化）に関する施策並びに地域の農林水産物の利用の促進（地産地消等）に関

する施策を総合的に推進することにより、農林漁業等の振興等を図るとともに、食料

自給率の向上等に寄与することを目指し、地域資源を活用した農林漁業者等による新

事業の創出等及び地域の農林水産物の利用促進に関する法律（六次産業化・地産地消

法）が平成 22 年 12 月３日に公布されたところである。 

  また、食料・農業・農村基本法（平成 11 年法律第 106 号）に基づく食料・農業・農

村基本計画（平成 27 年３月 31 日閣議決定）では、「６次産業化を通じた農村地域の

関連所得の増大に向けた施策の推進」という基本方針に基づき、「６次産業化等の取

組の質の向上と拡大に向けた戦略的推進」という具体的な施策の展開方向が示されて

いる。 

  このため、農業者等による農業生産関連事業による所得の増大をもたらす取組を総

合的に調査し、取組に伴う所得向上、雇用確保等の状況を明らかにし、６次産業化の

施策推進に必要な資料を整備するために実施する。 

３ 調査対象の範囲 

(1) 地域的範囲

全国

(2) 属性的範囲

ア 農業経営体等における６次産業化業態別調査票（農産加工・農産物直売所・観

光農園用） 

 農業経営体が運営する農産加工場（注１）、農産物直売所（注２）及び観光農園並

びに農業協同組合等（注３）が運営する農産加工場及び農業協同組合等が開設して

いる農産物直売所を対象とする。 

イ 農業経営体等における６次産業化業態別調査票（農家民宿用）

農業経営体が運営する農家民宿を対象とする。

ウ 農業経営体等における６次産業化業態別調査票（農家レストラン用）

農業経営体及び農業協同組合等が運営する農家レストランを対象とする。

  （注１） 本調査における農産加工とは、農畜産物を原料として加工品の製造・販売等（卸を

含む。）の事業を営むものであって、次に該当するものをいう。 
・ 農業協同組合又は農業協同組合連合会（以下注１において「組合等」という。）
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が営むもの（農家等から委託を受け、農産物の加工を行い加工賃（委託料）のみを

徴収している場合は除く。） 
  ただし、組合等の女性部、部会、生産者グループなどが組合等の加工施設を使用 

し、加工品の製造・販売等の事業を運営している場合は、各運営主体ごとにそれぞ 

れを農産加工場とする。 

・ 組合等が 50％以上出資している子会社が営むもの

・ 農業経営体が販売を目的として自ら生産した農産物を加工しているもの

（注２） 本調査における農産物直売所とは、生産者が自ら生産した農産物（農産加工品を含

む。）を定期的に地域内外の消費者と直接対面で販売するために開設した場所又は施設

をいう。 

なお、市区町村、農業協同組合等（構成員（組合員））の農業生産によって得られ

た生産物又はその農産加工品を販売するものを含む。）が開設した施設や道の駅に併設

された施設を利用するもの、並びに果実等の季節性が高い農産物を販売するためにその

時季に限って開設されるものは含むが、無人施設、自動車等による移動販売は除く。 

（注３） 農業協同組合等とは、農業協同組合のほか、農業協同組合連合会をいい、これらが 

50％以上出資している子会社を含める。 

４ 報告を求める個人又は法人その他団体 

(1) 数（概数）

ア 農業経営体等における６次産業化業態別調査票（農産加工・農産物直売所・観

光農園用） 

(ｱ) 農産加工 約3,570経営体等（母集団の大きさ 約30,000経営体等） 

(ｲ) 農産物直売所 約3,950経営体等（母集団の大きさ 約17,900経営体等） 

(ｳ) 観光農園 約 1,770 経営体（母集団の大きさ  約 7,800 経営体） 

イ 農業経営体等における６次産業化業態別調査票（農家民宿用）

   農家民宿  約 780 経営体(母集団の大きさ 約 2,200 経営体) 

ウ 農業経営体等における６次産業化業態別調査票（農家レストラン用）

    農家レストラン   約 1,230 経営体等（母集団の大きさ  約 1,700 経営体等） 

（※ 母集団整備後、報告を求める者の数が確定する。） 

(2) 選定の方法（■全数 ■無作為抽出 □有意抽出）

直近の農業・農村の６次産業化総合調査（６次産業化業態別調査）結果及び市区

町村、農業協同組合等からの情報収集により作成した母集団名簿を使用する。 

なお、調査実施年の前年４月１日から３月 31 日までの１年間に新規開設した報告

者及び年間販売金額が一定規模以上の報告者については、全国の販売金額の把握に

大きな影響を与えるため、全数調査とする。 

※ 詳細は、別添１「農業・農村の６次産業化総合調査 農業経営体等における６

次産業化業態別調査の調査設計について」を参照。 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

(1) 報告を求める事項（詳細は別添調査事項一覧を参照）

ア 農産加工・農産物直売所・観光農園の概要

(ｱ) 事業内容・運営形態

(ｲ) 法人番号

イ 農産加工
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(ｱ) 農産加工品の販売金額

(ｲ) 年間稼働日数

(ｳ) 生産した加工品名、販売金額割合

(ｴ) 農産物加工品の販売状況

販売先別販売金額割合

(ｵ) 加工原料の仕入状況

品目別仕入金額及び品目別産地別仕入金額割合

(ｶ) 他産業との連携の有無

(ｷ) 農産加工における男女別・年齢別の従事者の状況及び雇用者の労賃

(ｸ） 経営方針の決定に参画している男女別従事者数

ウ 農産物直売所

(ｱ) 農産物直売所の販売金額

(ｲ) 農産物の販売状況

品目別販売金額割合及び品目別産地別販売金額割合

(ｳ) 営業期間及び年間営業日数

(ｴ) 農産物直売所における農産物、農産加工品等の販売先別販売金額割合

(ｵ) 農産物直売所の施設形態及び売場面積

(ｶ） 農産物直売所における購入者数

(ｷ) 農産物直売所の出荷者の範囲、出荷者数

(ｸ） 農産物直売所における販売手数料の有無及び手数料率

(ｹ） 農産物直売所における男女別・年齢別の従事者の状況及び雇用者の労賃

エ 観光農園

(ｱ) 観光農園の売上金額

(ｲ) 取扱品目

(ｳ) 営業日数及び利用者数

(ｴ) 観光農園における男女別・年齢別の従事者の状況及び雇用者の労賃

オ 農家民宿

(ｱ) 農家民宿の運営形態

(ｲ) 法人番号

(ｳ) 農林漁業等体験活動の有無

(ｴ) 農家民宿の売上金額及び農林漁業等体験参加料

(ｵ) 営業日数及び宿泊者数

(ｶ) 訪日外国人宿泊者数及び国（地域）別の外国人宿泊者数割合

(ｷ) 農林漁業等体験の参加者数及び参加者の居住地域割合等

(ｸ) 農家民宿における男女別・年齢別の従事者の状況及び雇用者の労賃

カ 農家レストラン

(ｱ) 農家レストランの運営形態

(ｲ) 法人番号

(ｳ) 農家レストランの売上金額

(ｴ) 営業日数及び利用者数
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(ｵ) 農家レストランにおける男女別・年齢別の従事者の状況及び雇用者の労賃

(2) 基準となる期日又は期間

調査実施年の前年４月１日から３月 31 日までの１年間

ただし、上記期間で記入が困難な場合は、記入可能な直近１年間

６ 報告を求めるために用いる方法 

(1) 調査組織

農林水産省 － 民間事業者 － 報告者

(2) 調査方法（■調査員調査 ■郵送調査 ■オンライン調査 ■その他）

農林水産省(本省)が契約した民間事業者（以下「民間事業者」という。）から報

告者に対して、郵送により配布した調査票に報告者が自ら記入し、民間事業者への

郵送により調査票を回収する自計調査の方法とする。 

また、報告者の協力が得られる場合は、前記の回収方法のほか、オンラインによ

り回収する自計調査の方法も可能とする。 

なお、オンラインによる回収は、政府統計共同利用システム（オンライン調査シ

ステム）を使うこととし、回答に必要なオンライン調査システムのアドレス、政府

統計コード、調査対象者ＩＤ及び確認コードについては、あらかじめ調査票ととも

に配布する。 

ただし、民間事業者の創意工夫において、必要に応じて調査員調査やＦＡＸ等そ

の他の方法による調査を可能とする。 

７ 報告を求める期間 

(1) 調査の周期

１年

(2) 調査の実施期間又は調査票の提出期限

毎年９月上旬～10 月上旬

８ 集計事項（詳細は別添５を参照） 

集計事項は、農産加工、農産物直売所、観光農園、農家民宿又は農家レストラン別

に年間販売（売上）金額、事業体数、従事者数等とする。 

９ 調査結果の公表の方法及び期日 

(1) 公表の方法

概要及び詳細とも、インターネット（農林水産省ホームページ）及び印刷物によ

り公表する。 

（詳細については、e-Stat に掲載） 

(2) 公表の期日

ア 概要は、調査実施年の翌年７月下旬までに公表を行う。

イ 詳細は、調査実施年の翌年９月下旬までに公表を行う。
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10 使用する統計基準 

本調査は、農業経営体が運営する農産加工場、農産物直売所、観光農園、農家民宿

及び農家レストラン、農業協同組合等が運営する農産加工場、農産物直売所及び農家

レストランを調査対象としており、産業別の調査及び調査結果の表章を行うことを目

的とするものではないことから、統計基準は使用しない。 

11 調査票情報の保存期間及び保存責任者 

(1) 調査票情報の保存期間

記入済み調査票：３年（調査実施年の翌年４月１日から起算）

調査票の内容を収録した電磁的記録媒体：永年

(2) 保存責任者

農林水産省大臣官房統計部長
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調査計画 

１ 調査の名称 

    ６次産業化総合調査 

 漁業・漁村の６次産業化総合調査 

 （漁業経営体等における６次産業化業態別調査票） 

２ 調査の目的 

農林水産物等及び農山漁村に存在する土地・水その他の資源を有効に活用した農林

漁業者等による事業の多角化及び高度化（農林漁業者による加工・販売への進出等の

６次産業化）に関する施策並びに地域の農林水産物の利用の促進（地産地消等）に関

する施策を総合的に推進することにより、農林漁業等の振興等を図るとともに、食料

自給率の向上等に寄与することを目指し、地域資源を活用した農林漁業者等による新

事業の創出等及び地域の農林水産物の利用促進に関する法律（六次産業化・地産地消

法）が平成 22 年 12 月３日に公布されたところである。 

 また、水産基本法（平成 13 年法律第 89 号）に基づく水産基本計画（平成 29 年４月

28 日閣議決定）では、「漁港ストックを活用した水産業の６次産業化の振興や、漁業

・漁村の活性化を支える取組として、６次産業化を推進する」こととされている。

このため、漁業者等による水産物加工や水産物直売所の取組、漁家民宿等の観光業

と融合する取組を調査し、取組に伴う所得向上、雇用確保等の状況を明らかにし、６

次産業化の施策推進に必要な資料を整備するために実施する。 

３ 調査対象の範囲 

(1) 地域的範囲

全国

(2) 属性的範囲

ア 漁業経営体等における６次産業化業態別調査票（水産加工用）

海面漁業経営体（注１）及び漁業協同組合等（注２）が運営する水産加工場（注３）

イ 漁業経営体等における６次産業化業態別調査票（水産物直売所用）

海面漁業経営体、漁業協同組合等が運営する水産物直売所（注４）

ウ 漁業経営体等における６次産業化業態別調査票（漁家民宿用）

海面漁業経営体が運営する漁家民宿

エ 漁業経営体等における６次産業化業態別調査票（漁家レストラン用）

海面漁業経営体、漁業協同組合等が運営する漁家レストラン

（注１） 「海面漁業経営体」とは、海面（サロマ湖、能取湖、風蓮湖、温根沼、厚岸湖、加

茂湖、浜名湖及び中海を含む。）において、利潤又は生活の資を得るために、生産物

を販売することを目的として自営漁業を営んだ世帯又は事業所をいう。 
（注２） 漁業協同組合等とは、漁業協同組合のほか、漁業協同組合連合会をいい、これらが

50 パーセント以上出資する子会社、沿海漁協の下部組織及び沿海地区に所在する漁

業者が組織する団体を含める。 

（注３） 「水産加工場」とは、販売を目的として水産動植物を主たる原料として加工製造す

るための作業場又は工場と認められるものを有し、その製造活動に専従の常時従業者
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を使用し加工製造を営むものであって、次に該当するものをいう。 
・ 漁業経営体が自らの漁業生産によって得られた生産物を使用し水産加工品の製造

を行うもの

・ 漁業協同組合等が、その構成員(組合員)の漁業生産によって得られた生産物を使

用し水産加工品の製造を行うもの

同一の水産加工場において複数の運営主体が水産加工品の製造を行っている場合

には、運営主体ごとにそれぞれを水産加工場とする。

 （注４） 「水産物直売所」とは、「食品衛生法」（昭和 22 年法律第 233 号）に基づき「魚

介類販売業」の許可を得て、生鮮魚介類や水産加工品等を定期的に消費者と直接対

面で販売するための施設を有し、その販売活動に専従の常時従業者を使用している

事業所であって、次に該当するものをいう。 
・ 漁業経営体が自らの漁業生産によって得られた生産物又はその水産加工品を販売

するもの

・ 漁業協同組合等が、その構成員(組合員)の漁業生産によって得られた生産物又は

その水産加工品を販売するもの

  同一の水産物直売所において複数の運営主体が水産物を販売している場合は、運

営主体ごとにそれぞれを水産物直売所とする。 

４ 報告を求める個人又は法人その他団体 

(1) 数（概数）

ア 漁業経営体等における６次産業化業態別調査票（水産加工用）

約 660 経営体等（母集団の大きさ 約 940 経営体等）

イ 漁業経営体等における６次産業化業態別調査票（水産物直売所用）

約 460 経営体等（母集団の大きさ 約 560 経営体等）

ウ 漁業経営体等における６次産業化業態別調査票（漁家民宿用）

約 530 経営体（母集団の大きさ 約 980経営体）

エ 漁業経営体等における６次産業化業態別調査票（漁家レストラン用）

約 300 経営体等（母集団の大きさ 約 320 経営体等）

  （※ 母集団整備後、報告を求める者の数が確定する。） 

(2) 選定の方法（■全数 ■無作為抽出 □有意抽出）

直近の漁業・漁村の６次産業化調査（６次産業化業態別調査）結果及び漁業協同

組合等からの情報収集により作成した母集団名簿を使用する。 

 なお、調査実施年の前年４月１日から３月 31 日までの１年間に新規開設した報

告者及び年間販売金額が一定規模以上の報告者については、全国の販売金額の把握

に大きな影響を与えるため、全数調査とする。 

※ 詳細は、別添２「漁業・漁村の６次産業化総合調査 漁業経営体等における６

次産業化業態別調査の調査設計について」を参照。

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

(1) 報告を求める事項（詳細は別添調査事項一覧を参照）

ア 水産加工

(ｱ) 水産加工の運営形態

(ｲ) 法人番号

(ｳ) 水産加工品の販売金額

(ｴ) 年間稼働日数
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(ｵ) 生産した加工品名及び販売金額割合、販売先別販売金額割合

(ｶ) 加工原料の仕入状況

品目別仕入金額及び品目別産地別仕入金額割合

(ｷ) 他産業との連携状況

(ｸ) 水産加工における男女別・年齢別の従事者の状況及び雇用者の労賃

イ 水産物直売所

(ｱ) 水産物直売所の運営形態

(ｲ) 法人番号

(ｳ) 水産物直売所の販売金額、販売先別販売金額割合

(ｴ) 品目別販売金額割合、品目別産地別販売金額割合

(ｵ) 営業期間及び年間営業日数、施設形態、売場面積及び購入者数

(ｶ) 水産物直売所における男女別・年齢別の従事者の状況及び雇用者の労賃

ウ 漁家民宿

(ｱ) 漁家民宿の運営形態

(ｲ) 法人番号

(ｳ) 農林漁業等体験活動の有無

(ｴ) 漁家民宿の売上金額及び農林漁業等体験参加料

(ｵ) 営業日数及び宿泊者数

(ｶ) 訪日外国人宿泊者数及び国（地域）別の外国人宿泊者数割合

(ｷ) 農林漁業等体験の参加者数及び参加者の居住地域割合等

(ｸ) 漁家民宿における男女別・年齢別の従事者の状況及び雇用者の労賃

エ 漁家レストラン

(ｱ) 漁家レストランの運営形態

(ｲ) 法人番号

(ｳ) 漁家レストランの売上金額

(ｴ) 営業日数及び利用者数

(ｵ) 漁家レストランにおける男女別・年齢別の従事者の状況及び雇用者の労賃

(2) 基準となる期日又は期間

調査実施年の前年４月１日から３月 31 日までの１年間

ただし、上記期間で記入が困難な場合は、記入可能な直近 1 年間

６ 報告を求めるために用いる方法 

(1) 調査組織

農林水産省 － 民間事業者 － 報告者

(2) 調査方法（■調査員調査 ■郵送調査 ■オンライン調査 ■その他）

農林水産省(本省)が契約した民間事業者（以下「民間事業者」という。）から報

告者に対して、郵送により配布した調査票に報告者が自ら記入し、民間事業者への

郵送により調査票を回収する自計調査の方法とする。 

また、報告者の協力が得られる場合は、前記の回収方法のほか、オンラインによ

り回収する自計調査の方法も可能とする。 

なお、オンラインによる回収は、政府統計共同利用システム（オンライン調査シ
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ステム）を使うこととし、回答に必要なオンライン調査システムのアドレス、政府

統計コード、調査対象者ＩＤ及び確認コードについては、あらかじめ調査票ととも

に配布する。

ただし、民間事業者の創意工夫において、必要に応じて調査員調査やＦＡＸ等そ

の他の方法による調査を可能とする。 

７ 報告を求める期間 

(1) 調査周期

１年

(2) 調査の実施期間又は調査票の提出期限

毎年９月上旬～10 月上旬

 （漁業センサス実施翌年度は 10 月上旬～11 月上旬) 

８ 集計事項（詳細は別添６を参照） 

  集計事項は、水産加工、水産物直売所、漁家民宿又は漁家レストラン別に年間販売

（売上）金額、事業体数、従事者数等とする。 

９ 調査結果の公表の方法及び期日 

(1) 公表の方法

概要及び詳細とも、インターネット（農林水産省ホームページ）及び印刷物によ

り公表する。 

（詳細については、e-Stat に掲載） 

(2) 公表の期日

ア 概要は、調査実施年の翌年７月下旬までに公表を行う。

イ 詳細は、調査実施年の翌年９月下旬までに公表を行う。

10 使用する統計基準 

  本調査は、海面漁業経営体が運営する水産加工場、水産物直売所、漁家民宿及び漁

家レストラン、漁業協同組合等が運営する水産加工場、水産物直売所及び漁家レスト

ランを調査対象としており、産業別の調査及び調査結果の表章を行うことを目的とす

るものではないことから、統計基準は使用しない。

11 調査票情報の保存期間及び保存責任者 

(1) 調査票情報の保存期間

記入済み調査票：３年（調査実施年の翌年４月１日から起算）

調査票の内容を収録した電磁的記録媒体：永年

(2) 保存責任者

農林水産省大臣官房統計部長
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調査計画 

１ 調査の名称 

    ６次産業化総合調査 

農業・農村の６次産業化総合調査 

（農業経営体における販売先実態調査票） 

２ 調査の目的 

農林水産物等及び農山漁村に存在する土地・水その他の資源を有効に活用した農林

漁業者等による事業の多角化及び高度化（農林漁業者による加工・販売への進出等の

６次産業化）に関する施策並びに地域の農林水産物の利用の促進（地産地消等）に関

する施策を総合的に推進することにより、農林漁業等の振興等を図るとともに、食料

自給率の向上等に寄与することを目指し、地域資源を活用した農林漁業者等による新

事業の創出等及び地域の農林水産物の利用促進に関する法律（六次産業化・地産地消

法）が平成 22 年 12 月３日に公布されたところである。 

  また、食料・農業・農村基本法（平成 11 年法律第 106 号）に基づく食料・農業・農

村基本計画（平成 27 年３月 31 日閣議決定）では、「６次産業化を通じた農村地域の

関連所得の増大に向けた施策の推進」という基本方針に基づき、「６次産業化等の取

組の質の向上と拡大に向けた戦略的推進」という具体的な施策の展開方向が示されて

いる。 

  このため、農業経営体による農産物の販路状況を明らかにし、小売業、食品製造業

等への直接販売を行う取組について、６次産業化の施策推進に必要な資料を整備する

ために実施する。 

３ 調査対象の範囲 

(1) 地域的範囲

全国

(2) 属性的範囲

2015 年農林業センサス（農林業経営体調査）で把握した農業経営体（農産物の販

売あり） 

４ 報告を求める個人又は法人その他団体 

(1) 数（概数）

約 8,200 農業経営体（母集団の大きさ 約 1,245,000 農業経営体）

(2) 選定の方法（■全数 ■無作為抽出 □有意抽出）

2015 年農林業センサス（農林業経営体調査）結果を基に作成した母集団名簿を使

用して、全国の販売先別販売金額の把握に大きな影響を与える、販売金額規模が 70 

億円以上の農業経営体を完全回収階層、１億～70 億円未満を全数階層とし、全数調

査とする。また、販売金額が１億円未満の階層を標本抽出階層とし、売上１位の出 

荷先別・販売金額階層別に無作為抽出とする。 
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※ 詳細は、別添３「農業・農村の６次産業化総合調査 農業経営体における販売先

実態調査の調査設計について」を参照。 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

(1) 報告を求める事項（詳細は別添調査事項一覧を参照）

ア 法人番号

イ 農産物の年間販売金額

ウ 出荷先別の販売金額割合

(2) 基準となる期日又は期間

調査実施年の前年４月１日から３月 31 日までの１年間

ただし、上記期間で記入が困難な場合は、記入可能な直近 1 年間

６ 報告を求めるために用いる方法 

(1) 調査組織

農林水産省 － 民間事業者 － 報告者

(2) 調査方法（■調査員調査 ■郵送調査 ■オンライン調査 ■その他）

農林水産省(本省)が契約した民間事業者（以下「民間事業者」という。）から報

告者に対して、郵送により配布した調査票に報告者が自ら記入し、民間事業者への

郵送により調査票を回収する自計調査の方法とする。 

また、報告者の協力が得られる場合は、前記の回収方法のほか、オンラインによ

り回収する自計調査の方法も可能とする。 

なお、オンラインによる回収は、政府統計共同利用システム（オンライン調査シ

ステム）を使うこととし、回答に必要なオンライン調査システムのアドレス、政府

統計コード、調査対象者ＩＤ及び確認コードについては、あらかじめ調査票ととも

に配布する。 

ただし、民間事業者の創意工夫において、必要に応じて調査員調査やＦＡＸ等そ

の他の方法による調査を可能とする。 

７ 報告を求める期間 

(1) 調査の周期

１年

(2) 調査の実施期間又は調査票の提出期限

毎年 10 月上旬～11 月上旬

８ 集計事項 

集計事項は、全国の直接販売における出荷先別販売金額とする。 

９ 調査結果の公表の方法及び期日 

(1) 公表の方法
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概要及び詳細とも、インターネット（農林水産省ホームページ）及び印刷物によ

り公表する。 

（詳細については、e-Stat に掲載） 

(2) 公表の期日

ア 概要は、調査実施年の翌年７月下旬までに公表を行う。

イ 詳細は、調査実施年の翌年９月下旬までに公表を行う。

10 使用する統計基準 

本調査は、2015 年農林業センサス結果を母集団として利用しているため、調査対象

の範囲の画定や集計結果の表章に、統計基準は使用しない。 

11 調査票情報の保存期間及び保存責任者 

(1) 調査票情報の保存責任者

記入済み調査票：３年（調査実施年の翌年４月１日から起算）

調査票の内容を収録した電磁的記録媒体：永年

(2) 保存責任者

農林水産省大臣官房統計部長
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調査計画 

１ 調査の名称 

    ６次産業化総合調査 

漁業・漁村の６次産業化総合調査 

（漁業経営体における販売先実態調査票） 

２ 調査の目的 

農林水産物等及び農山漁村に存在する土地・水その他の資源を有効に活用した農林

漁業者等による事業の多角化及び高度化（農林漁業者による加工・販売への進出等の

６次産業化）に関する施策並びに地域の農林水産物の利用の促進（地産地消等）に関

する施策を総合的に推進することにより、農林漁業等の振興等を図るとともに、食料

自給率の向上等に寄与することを目指し、地域資源を活用した農林漁業者等による新

事業の創出等及び地域の農林水産物の利用促進に関する法律（六次産業化・地産地消

法）が平成 22 年 12 月３日に公布されたところである。 

また、水産基本法（平成 13 年法律第 89 号）に基づく水産基本計画（平成 29 年４

月 28 日閣議決定）では、「漁港ストックを活用した水産業の６次産業化の振興や、漁

業・漁村の活性化を支える取組として、６次産業化を推進する」こととされている。 

  このため、漁業経営体による水産物の販路状況を明らかにし、小売業、流通・加工

業等への直接販売を行う取組について、６次産業化の施策推進に必要な資料を整備す

るために実施する。 

３ 調査対象の範囲 

(1) 地域的範囲

全国

(2) 属性的範囲

2018 年漁業センサス（海面漁業調査漁業経営体調査）で把握した漁業経営体

４ 報告を求める個人又は法人その他団体 

(1) 数（概数）

約 3,400 漁業経営体（母集団の大きさ 約 95,000 漁業経営体（2013 年漁業セン

サス結果））

(2) 選定の方法（■全数 ■無作為抽出 □有意抽出）

2018 年漁業センサス（海面漁業調査漁業経営体調査）結果を基に作成した母集

団名簿を使用して、売上１位の出荷先別に 30 億円以上（「小売業・生協」、「直

売所・自家販売」及び「その他」は 10 億円以上）を完全回収階層とし、１億～30

億円未満（「小売業・生協」、「直売所・自家販売」及び「その他」は１億～10

億円未満）を全数階層とし、全数調査とする。

また、販売金額が１億円未満の階層を標本抽出階層とし、売上１位の出荷先別

・販売金額階層別に無作為抽出とする。
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※ 詳細は、別添４「漁業・漁村の６次産業化総合調査 漁業経営体における販売先

実態調査の調査設計について」を参照。 

なお、調査設計は 2013 年漁業センサス結果を基に設計しており、2018 年漁業

センサス結果が取りまとまり次第、当該結果を基に同手法にて再設計を行うため、

「報告を求める者」は変動する場合がある。 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

(1) 報告を求める事項（詳細は別添調査事項一覧を参照）

ア 法人番号

イ 水産物の年間販売金額

ウ 出荷先別の販売金額割合

(2) 基準となる期日又は期間

調査実施年の前年４月１日から３月 31 日までの１年間

ただし、上記期間で記入が困難な場合は、記入可能な直近 1 年間

６ 報告を求めるために用いる方法 

(1) 調査組織

農林水産省 － 民間事業者 － 報告者

(2) 調査方法（■調査員調査 ■郵送調査 ■オンライン調査 ■その他）

農林水産省(本省)が契約した民間事業者（以下「民間事業者」という。）から報

告者に対して、郵送により配布した調査票に報告者が自ら記入し、民間事業者への

郵送により調査票を回収する自計調査の方法とする。 

また、報告者の協力が得られる場合は、前記の回収方法のほか、オンラインによ

り回収する自計調査の方法も可能とする。 

なお、オンラインによる回収は、政府統計共同利用システム（オンライン調査シ

ステム）を使うこととし、回答に必要なオンライン調査システムのアドレス、政府

統計コード、調査対象者ＩＤ及び確認コードについては、あらかじめ調査票ととも

に配布する。 

ただし、民間事業者の創意工夫において、必要に応じて調査員調査やＦＡＸ等そ

の他の方法による調査を可能とする。 

７ 報告を求める期間 

(1) 調査の周期

１年

(2) 調査の実施期間又は調査票の提出期限

毎年 10 月上旬～11 月上旬

８ 集計事項 

集計事項は、全国の直接販売における出荷先別販売金額とする。 
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９ 調査結果の公表の方法及び期日 

(1) 公表の方法

概要及び詳細とも、インターネット（農林水産省ホームページ）及び印刷物によ

り公表する。 

（詳細については、e-Stat に掲載） 

(2) 公表の期日

ア 概要は、調査実施年の翌年７月下旬までに公表を行う。

イ 詳細は、調査実施年の翌年９月下旬までに公表を行う。

10 使用する統計基準 

本調査は、漁業センサス結果を母集団として利用しているため、調査対象の範囲の

画定や集計結果の表章に、統計基準は使用しない。 

11 調査票情報の保存期間及び保存責任者 

(1) 調査票情報の保存責任者

記入済み調査票：３年（調査実施年の翌年４月１日から起算）

調査票の内容を収録した電磁的記録媒体：永年

(2) 保存責任者

農林水産省大臣官房統計部長
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別添１ 

農業・農村の６次産業化総合調査 

農業経営体等における６次産業化業態別調査の調査設計について 

１ 調査設計の着眼点 

農産加工等各業態別に、 

・総販売金額を明らかにすること

・運営主体別などの主要分類の表章を可能とすること

・都道府県別統計表の作成を可能とすること

２ 母集団 

(1) 調査対象

ア 農産加工（農業経営体及び農業協同組合等が営むもの）

イ 農産物直売所（農業経営体及び農業協同組合等が営むもの）

ウ 観光農園（農業経営体が営むもの）

エ 農家民宿（農業経営体が営むもの）

オ 農家レストラン（農業経営体及び農業協同組合等が営むもの）

(2) フレーム

直近の６次産業化総合調査（６次産業化業態別調査）結果及び市区町村、農協等

からの情報収集により作成した名簿 

(3) 母集団の大きさ

ア 農産加工 約 30,000 経営体等 

イ 農産物直売所 約 17,900 経営体等 

ウ 観光農園   約 7,800 経営体 

エ 農家民宿   約 2,200 経営体 

オ 農家レストラン 約 1,700 経営体等 

３ 標本設計の基本的考え方 

    調査設計は２(1)のア～オについては、業態別に全国単位で行う。調査精度を向上さ

せるため、各業態の母集団を運営主体及び販売金額規模により階層区分し、販売金額

の大きな階層及び新規調査対象に対する全数調査と、それ以外の階層に対する標本調

査を組み合わせた層別無作為抽出法により調査を行う。 

(1) 運営主体による階層分け

運営主体の違いを考慮し、農業経営体を「農家（個人）」、「農家（法人）」及

び「組織経営体」に、農業協同組合等を農産加工場、農産物直売所及び農家レスト

ランにあっては「農業協同組合」及び「その他」に区分する。

(2) 販売金額規模による階層分け
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  さらに、各運営主体について、販売金額規模別の階層分けを行う。階層区分につ

いては、各階層の事業体数や総販売金額、総雇用者数等を総合的に検討し、各階層

内の販売金額の標準偏差や平均雇用者数の変動が少なくなるよう設定する。 

(3) 全数調査を行う必要のある調査対象

調査の精度を確保するため、全国の総販売金額に対する割合が高く、販売金額全

体に対する影響が大きい調査対象（販売金額１億円以上の大規模な調査対象につい

て、規模の大きなものから累計し、販売金額割合がおおむね３割以上となるまでの

調査対象）については全数調査を行う必要のある階層（以下、「全数階層」という。）

とする（表１参照）。 

 また、調査年の前年４月１日から３月 31 日までの１年間に新たに開設した事業体

についても全数調査を行う。 

なお、これらの全数調査対象については、下述する標本設計の対象とはしないが、

その調査結果については、当該年度の調査結果に反映させることとする。 

表１ 各業態の販売金額規模別階層の概要 

＊全数階層のうち、調査精度を確保する観点から、完全回収（回収率 100%）を達成する必要の

ある階層 

４ 標本設計の具体的方法 

(1) 各業態別母集団の総量の誤差分散

２(1)のア～オの業態別母集団ごとに設定する総販売金額の目標精度（標準誤差

率）とそれぞれの階層別の集計に必要な標本の大きさの間には、各業態別母集団の

総量の誤差分散が、それぞれの各階層の総量の誤差分散を合計した値となることか

ら、次式の関係が成り立つ。 

農産加工（農業経営体） 第１階層 全数階層 完全回収階層

　 〃 　（農協等） 全数階層 完全回収階層

農産物直売所（農業経営体） 第１階層 第４階層

　　〃　　（農協等） 第３階層

観光農園 第１階層 第２階層 第３階層

農家民宿 第１階層 第３階層 第４階層

農家レストラン（農業経営体） 第１階層 第３階層 第４階層

　　 〃 　　（農協等）

第２階層 全数階層

第２階層 全数階層 完全回収階層

第１階層 第２階層 全数階層 完全回収階層

全数階層

第１階層 第２階層 全数階層

第４階層 全数階層

第２階層 第３階層 第４階層

第１階層 第２階層 第３階層

５～10 10～100
100億円
以上

100万円
未満

100～500
500～
1,000

1,000～
5,000

5,000万～
１億

１～５

第２階層 第３階層

＊

＊

＊

＊
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  ① 

 なお、式①左辺の第１項、第２項は、それぞれ、各業態における標本抽出対象階

層の総量推定値の誤差分散、全数階層の総量推定値の誤差分散であり、右辺は、目

標精度に基づく各母集団全体の総量推定値の誤差分散である。 

(2) 各母集団中の必要集計標本数

各標本抽出対象階層ごとの標本配分を最適配分によることとすると、nij と n と

の間には次式の関係が成立する。 

② 

  ここで、式①及び式②より、各業態別母集団における標本抽出対象階層全体の集

計に必要な標本の大きさ（n）は、次式により算出される。 

③ 

なお、各母集団の総販売金額の目標精度（C）は５％に設定する。 
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(3) 各階層の標本数

式③により算出した集計に必要な標本の大きさ（n）は、式②を用いて、運営主体

別販売金額階層別に集計に必要な標本の大きさ（nij）を最適配分する。さらに、

調査票の想定回収率（完全回収階層を除く）を販売金額１億円以上の階層を 70％、

１億円未満の階層を 55％として、各階層の標本の大きさ（n'ij）を次式により算

出する。

④ 

   注： ｒは調査票の想定回収率であり、販売金額１億円以上の階層は 70％、１億円未満の

階層は 55％として算出する。 

(4) 都道府県別、運営主体別販売金額規模による階層ごとの標本の配分

式④により算出した運営主体別販売金額階層ごとの標本の大きさ（n'ij）を、都

道府県別に事業体の数に応じて比例配分する。 

この結果、都道府県別運営主体別販売金額規模による調査対象数が非常に少ない

階層区分については、調査票の非回収等により推計の根拠となるデータを得ること

ができないことも想定される。 

このため、都道府県別に運営主体別販売金額規模による階層区分別に最低５標本

を確保するよう調査対象数を補充する。 

表２ 調査対象数補充後の各業態別の調査対象数 

母集団の大きさ 調査対象数 うち、 
標本抽出階層 

農産加工 約 30,000 約 3,570 約 2,970 

農産物直売所 約 17,900 約 3,950 約 3,170 

観光農園 約 7,800 約 1,770 約 1,580 

農家民宿 約 2,200 約 780 約 670 

農家レストラン 約 1,700 約 1,230 約 1,050 
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別添２ 

漁業・漁村の６次産業化総合調査 

漁業経営体等における６次産業化業態別調査の調査設計について 

１ 調査設計の着眼点 

水産加工等各業態別に、 

・総販売金額を明らかにすること

・運営主体別などの主要分類の表章を可能とすること

・都道府県別統計表の作成を可能とすること

２ 母集団 

(1) 調査対象

ア 漁業経営体及び漁業協同組合等が営む水産加工場

イ 漁業経営体及び漁業協同組合等が営む水産物直売所

ウ 漁業経営体が営む漁家民宿

エ 漁業経営体及び漁業協同組合等が営む漁家レストラン

(2) フレーム

直近の６次産業化調査（漁業経営体等における６次産業化業態別調査）結果及び

漁協等からの情報収集により作成した名簿 

(3) 母集団の大きさ

ア 水産加工場 約 940 経営体等 

イ 水産物直売所 約 560 経営体等 

ウ 漁家民宿 約 980 経営体 

エ 漁家レストラン  約 320 経営体等 

３ 標本設計の基本的考え方 

    調査設計は２(1)のア～エについては、業態別に全国単位で行う。調査精度を向上さ

せるため、各業態の母集団を運営主体及び販売金額規模により階層区分し、販売金額

の大きな階層及び新規調査対象等に対する全数調査と、それ以外の階層に対する標本

調査を組み合わせた層別無作為抽出法により調査を行う。 

(1) 運営主体による階層分け

運営主体の違いを考慮し、「漁業者（個人）」、「漁業者（団体）」、「漁業協

同組合等」に区分する。 

なお、漁家民宿については、「漁業者（個人）」「漁業者（団体）」に区分する。 

(2) 販売金額規模による階層分け

さらに、各運営主体について、販売金額規模別の階層分けを行う。階層区分につ

いては、各階層の事業所数や総販売金額、総雇用者数等を総合的に検討し、各階層
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内の販売金額の標準偏差や平均雇用者数の変動が少なくなるよう設定する。 

(3) 全数調査を行う必要のある調査対象

調査の精度を確保するため、全国の総販売金額に対する割合が高く、販売金額全

体に対する影響が大きい調査対象（販売金額１億円以上の大規模な調査対象につい

て、規模の大きなものから累計し、販売金額割合がおおむね３割以上となるまでの

調査対象）については全数調査を行う必要のある階層（以下、全数階層という。）

とする（表１参照）。 

 また、調査年の前年４月１日から３月 31 日までの１年間に新たに開設した事業所

についても全数調査を行う。 

なお、これらの全数調査対象については、下述する標本設計の対象とはしないが、

その調査結果については、当該年度の調査結果に反映させることとする。 

表１ 各業態の販売金額規模別階層の概要 

＊全数階層のうち、調査精度を確保する観点から、完全回収（回収率 100%）を達成する必要の

ある階層 

４ 標本設計の具体的方法 

(1) 各業態別母集団の総量の誤差分散

２(1)のア～エの業態別母集団ごとに設定する総販売金額の目標精度（標準誤差

率）とそれぞれの階層別の集計に必要な標本の大きさの間には、各業態別母集団の

総量の誤差分散が、それぞれの各階層の総量の誤差分散を合計した値となることか

ら、次式の関係が成り立つ。 

①
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水産加工 第２階層 全数階層 完全回収階層

水産物直売所 第２階層 第４階層 全数階層

漁家民宿 第１階層 第３階層 第４階層

漁家レストラン 第１階層 第３階層 第４階層第２階層

第２階層 全数階層

全数階層

100万円
未満

1,000～
5,000

第１階層

第１階層

第３階層

第３階層

500～
1,000

5,000万～
１億円

１～５ 10～50

第４階層

完全回収階層

５～10
50億円
以上

100～
500

＊

＊
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 なお、式①左辺の第１項、第２項は、それぞれ、各業態における標本抽出対象階

層の総量推定値の誤差分散、全数階層の総量推定値の誤差分散であり、右辺は、目

標精度に基づく各母集団全体の総量推定値の誤差分散である。 

(2) 各母集団中の必要集計標本数

各標本抽出対象階層ごとの標本配分を最適配分によることとすると、nij と n と

の間には次式の関係が成立する。 

② 

  ここで、式①及び式②より、各業態別母集団における標本抽出対象階層全体の集

計に必要な標本の大きさ（n）は、次式により算出される。 

③

  なお、各母集団の総販売金額の目標精度（C）は５％に設定する。 

(3) 各階層の標本数

式③により算出した集計に必要な標本の大きさ（n）は、式②を用いて、運営主

体別販売金額階層別に集計に必要な標本の大きさ（nij）を最適配分する。さらに、

調査票の想定回収率（完全回収階層を除く）を販売金額１億円以上の階層を 70％、
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１億円未満の階層を 55％として、各階層の標本の大きさ（n'ij）を次式により算

出する。 

④ 

   注： ｒは調査票の想定回収率であり、販売金額１億円以上の階層は 70％、１億円未満の

階層は 55％として算出する。 

(4) 都道府県別、運営主体別販売金額規模による階層ごとの標本の配分

式④により算出した運営主体別販売金額階層ごとの標本の大きさ（n'ij）を、都

道府県別に事業所の数に応じて比例配分する。 

この結果、都道府県別運営主体別販売金額規模による調査対象数が非常に少ない

階層区分については、調査票の非回収等により推計の根拠となるデータを得ること

ができないことも想定される。 

このため、都道府県別に運営主体別販売金額規模による階層区分別に最低５標本

を確保するよう調査対象数を補充する。 

表２ 調査対象数補充後の各業態別の調査対象数 

母集団の大きさ 調査対象数 うち、 
標本抽出階層 

水産加工場 約 940 約 660 約 560 

水産物直売所 約 560 約 460 約 400 

漁家民宿 約 980 約 530 約 500 

漁家レストラン 約 320 約 300 約 240 
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別添３ 

農業・農村の６次産業化総合調査 

農業経営体における販売先実態調査の調査設計について 

１ 調査設計の着眼点 

・農業経営体の直接販売による販売先別の総販売金額を明らかにすること

・販売先別などの主要分類の表章を可能とすること

２ 母集団 

(1) 調査対象

農業経営体（農産物の販売あり）

(2) フレーム

2015 年農林業センサス（農林業経営体調査）で把握した農業経営体（農産物の販

売あり）の名簿 

(3) 母集団の大きさ

約 1,245,000 農業経営体

３ 標本設計の基本的考え方 

(1) 母集団のうち、「卸売市場」、「小売業者」、「食品製造業・外食産業」、「消

費者に直接販売」又は「その他」に出荷がある農業経営体（以下「直売あり農業経

営体」という。）における販売金額規模別の農業経営体数及び販売金額をみると、

販売金額規模の１億円以上階層の全体に占めるシェアは農業経営体数では１％と

非常に少ないにもかかわらず、総販売金額では 50％を占めている（表１参照）。

表１ 「直売あり農業経営体」における販売金額規模別階層の概要 

 

 

 

 

 

 

 

実数 シェア（％） 累積（％） 実数（億円） シェア（％） 累積（％）

15 万 円 未 満 56,760 11 100 43 0 100

15 ～ 50 万 円 未 満 113,518 23 89 369 1 100

50 ～ 100 万 円 未 満 77,920 15 66 584 1 99

100 ～ 200 万 円 未 満 65,711 13 51 986 2 98

200 ～ 300 万 円 未 満 39,370 8 38 984 2 95

300 ～ 500 万 円 未 満 40,800 8 30 1,632 4 93

500 ～ 700 万 円 未 満 24,436 5 22 1,466 3 89

700 ～ 1,000 万 円 未 満 25,794 5 17 2,192 5 86

1,000 ～ 1,500 万 円 未 満 22,164 4 12 2,771 6 81

1,500 ～ 2,000 万 円 未 満 11,327 2 7 1,982 5 75

2,000 ～ 3,000 万 円 未 満 10,401 2 5 2,600 6 70

3,000 ～ 5,000 万 円 未 満 7,434 1 3 2,974 7 64

5,000 万 ～ １ 億 円 未 満 4,394 1 2 3,296 8 57

１ ～ ３ 億 円 未 満 2,427 0 1 4,854 11 50

３ ～ ５ 億 円 未 満 541 0 0 2,164 5 39

５ ～ 70 億 円 未 満 678 0 0 9,385 22 34

70 億 円 以 上 22 0 0 5,341 12 12

計 503,697 100 - 43,623 100 -

農業経営体 販売金額
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 調査の精度を確保するためには、販売金額全体に占める割合の大きい大規模農業

経営体の動向を的確に捉えることが非常に重要であることから、「直売あり農業経

営体」のうち販売金額１億円以上の農業経営体は全数調査を行うこととする。 

(2) 「直売あり農業経営体」における売上１位の出荷先別経営体数をみると、出荷先

ごとに大きな差があることから、全体設計とはせず、売上１位の出荷先別、販売金

額階層別の標本設計とする（表２参照）。

(3) 農協又は農協以外の集出荷団体のみにしか出荷がない農業経営体（以下「直売な

し農業経営体」という。）はセンサス時点では直接販売を行っていない農業経営体

であるものの、近年の流通形態の多様化や 2015 年農林業センサス実施から年数が

経過している状況を踏まえ、直接販売への参入の状況を把握することを目的とし

て、出現率（「直売なし」の農業経営体が「直売あり」になる割合）を指標項目と

して標本設計する。

表２ 売上１位の出荷先別販売金額階層別農業経営体の概要 

４ 標本設計の具体的方法（標本数の算出） 

(1) 直売あり農業経営体

ア 売上１位の出荷先の違いにより、「農協又は農協以外の集出荷団体」、「卸

売市場」、「小売業者」、「食品製造業・外食産業」、「消費者に直接販売」

又は「その他」の階層に区分する。

イ 売上１位の出荷先の違いによる階層（以下「出荷先階層」という。）別に、

販売金額１～70 億円未満の農業経営体を全数階層とする。また、全数階層の標

準偏差が小さくなるよう販売金額 70 億円以上の農業経営体を完全回収階層と

し、全てを回収することを目標とする（表３参照）。

計

農協・農協

以外の集出

荷団体

卸売市場 小売業者

食品製造

業・外食産

業

消費者に

直接販売
その他

15 万 円 未 満 148,407 56,760 8,476 4,246 9,223 1,954 18,576 14,285 91,647
15 ～ 50 万 円 未 満 321,950 113,518 32,234 9,188 18,205 4,536 32,500 16,855 208,432
50 ～ 100 万 円 未 満 211,374 77,920 30,437 9,424 10,445 2,940 18,773 5,901 133,454
100 ～ 200 万 円 未 満 165,978 65,711 29,524 10,818 6,844 2,089 13,437 2,999 100,267
200 ～ 300 万 円 未 満 89,339 39,370 17,846 8,536 3,457 1,215 6,925 1,391 49,969
300 ～ 500 万 円 未 満 85,221 40,800 19,004 9,479 2,985 1,343 6,668 1,321 44,421
500 ～ 700 万 円 未 満 47,975 24,436 11,560 6,175 1,538 810 3,587 766 23,539
700 ～ 1,000 万 円 未 満 49,441 25,794 12,565 6,479 1,623 817 3,492 818 23,647
1,000 ～ 1,500 万 円 未 満 43,676 22,164 11,286 5,305 1,428 752 2,600 793 21,512
1,500 ～ 2,000 万 円 未 満 23,344 11,327 5,822 2,692 797 415 1,165 436 12,017
2,000 ～ 3,000 万 円 未 満 23,181 10,401 5,634 2,363 783 358 847 416 12,780
3,000 ～ 5,000 万 円 未 満 18,346 7,434 3,745 1,748 655 378 537 371 10,912
5,000 万 ～ １ 億 円 未 満 10,451 4,394 1,697 1,138 555 405 292 307 6,057
１ ～ ３ 億 円 未 満 4,722 2,427 668 709 392 309 106 243 2,295
３ ～ ５ 億 円 未 満 896 541 107 155 108 71 34 66 355
５ 億 円 以 上 931 700 148 187 146 102 16 101 231

合計 1,245,232 503,697 190,753 78,642 59,184 18,494 109,555 47,069 741,535

100% 38% 16% 12% 4% 22% 9%

農業経営体

（販売あり）

直売あり農業経営体

直売なし

農業経営体
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表３ 完全回収階層の各種データ（直売あり農業経営体） 

ウ 全数階層について、実際の回収率が 60％であった場合に想定される回収標本

数を設計上の標本数とし、出荷先階層ごとに販売金額の誤差分散を算定する（表

４参照）。

 （計算式） 

誤差分散 ＝ 
経営体数 ×（経営体数 － 想定回収標本数） 

× 標準偏差 2 
想定回収標本数 

表４ 全数階層の各種データ（直売あり農業経営体） 

 

エ 販売金額１億円未満の農業経営体を標本抽出階層とし、さらに第１階層（100

万円未満）、第２階層（100～1,000 万円未満）、第３階層（1,000 万～１億円

未満）に分割する。

標本抽出階層については、出荷先階層ごとに、全数階層と合わせた販売金額

の目標精度が標準誤差率５％となるよう目標精度を算定し、これに基づき必要

標本数を算定する（表５参照）。

（70億円以上）

経営体数 調査対象者数

農協・集出荷団体 2 2

卸売市場 3 3

小売業者 7 7

食品製造業・外食産業 2 2

消費者に直接販売 - -

その他 8 8

経営体数
想定回収
標本数

標準偏差 誤差分散

農協・集出荷団体 921 553 59,756 2,188,521,952,984

卸売市場 1,048 629 51,027 1,817,736,016,903

小売業者 639 383 74,953 2,399,487,117,870

食品製造業・外食産業 480 288 90,746 2,635,164,926,931

消費者に直接販売 156 94 40,850 171,703,723,404

その他 402 241 87,069 2,035,909,231,072
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  （目標精度の計算式） 

Σ出荷先階層別の全数階層の販売金額の誤差分散 

＋Σ(出荷先階層別の標本抽出階層の販売金額)
２

×(出荷先階層別の標本抽出階層の販売金額の目標精度)
 ２
 

＝(販売金額(出荷先階層別)×0.05)
 ２
 

  （必要標本数の計算式） 

必要標本数 ＝ 
ｎ０ 

１ ＋ 
ｎ０ 

経営体数 

 ここで 

表５ 標本抽出階層の各種データ 

※ 調査対象者数は必要標本数を想定回収率（55％）で除した値である。

標準偏差   ２ 

ｎ０＝ 平均 

目標精度 

第１階層（100万円未満）

経営体数 必要標本数 調査対象者数 標準偏差 誤差分散

農協・集出荷団体 71,147 61 111 25 51,246,303,906

卸売市場 22,858 44 81 26 8,162,202,853

小売業者 37,873 36 66 25 24,373,173,697

食品製造業・外食産業 9,430 75 137 25 735,742,162

消費者に直接販売 69,849 136 247 25 22,567,414,371

その他 37,041 113 206 23 6,278,898,360

第２階層（100～1,000万円未満）

経営体数 必要標本数 調査対象者数 標準偏差 誤差分散

農協・集出荷団体 90,499 91 165 240 5,175,626,205,750

卸売市場 41,487 47 86 242 2,131,118,796,561

小売業者 16,447 39 71 222 339,138,883,444

食品製造業・外食産業 6,274 79 144 237 27,401,430,666

消費者に直接販売 34,109 132 239 224 442,936,676,497

その他 7,295 87 159 231 32,084,325,476

第３階層（1,000万円～１億円未満）

経営体数 必要標本数 調査対象者数 標準偏差 誤差分散

農協・集出荷団体 28,184 103 187 1,588 19,431,371,617,799

卸売市場 13,246 68 124 1,784 8,150,196,642,797

小売業者 4,218 44 80 2,042 1,660,296,611,199

食品製造業・外食産業 2,308 101 183 2,243 254,169,415,557

消費者に直接販売 5,441 145 264 1,521 459,200,340,388

その他 2,323 96 175 2,048 225,748,659,439
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(2) 直売なし農業経営体

ア (1)の販売金額階層と同様に、販売金額が 70 億円以上の農業経営体を完全回

収階層、１～70 億円未満及び１億円未満を標本抽出階層に区分する。

イ 区分した階層別に出現率を指標項目とする目標精度を１～70 億円未満は 6.0

％、１億円未満は 9.0％と設定して必要標本数を算定する。なお、完全回収階

層は全てを調査対象とする（表６参照）。

  （必要標本数の計算式） 

必要標本数 ＝ 
ｎ０ 

１ ＋ 
ｎ０－１ 

経営体数 

 ここで 

ｎ０ ＝ 
１－出現率 

出現率×目標精度２ 

表６ 「直売なし農業経営体」の農業経営体数及び調査対象者数 

 

 

 

 

※ 調査対象者数は必要標本数を想定回収率（１～70 億円未満は 60％、１億円未満は 55％）で

除した値である。

表７ 調査対象者数の一覧 

 

 

 

 

 

農協・
集出荷団体

卸売市場 小売業者
食品製造業・

外食産業

消費者に
直接販売

その他 計

直売あり農業経営体 1,386 1,342 863 946 906 950 6,393

完全回収階層 2 3 7 2 - 8 22

全数階層 921 1,048 639 480 156 402 3,646

標本抽出階層 463 291 217 464 750 540 2,725

直売なし農業経営体 1,790

完全回収階層 1

標本抽出階層（１～70億円未満） 998

標本抽出階層（１億円未満） 791

8,183計

経営体数 必要標本数 調査対象者数

完全回収階層 1 - 1

標本抽出階層（１～70億円未満） 2,880 599 998

標本抽出階層（１億円未満） 738,654 435 791

全体 741,535 1,034 1,790
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別添４ 

漁業・漁村の６次産業化総合調査 

漁業経営体における販売先実態調査の調査設計について 

１ 調査設計の着眼点 

・漁業経営体の直接販売による販売先別の総販売金額を明らかにすること

・販売先別などの主要分類の表章を可能とすること

２ 母集団 

(1) 調査対象

漁業経営体

(2) フレーム

2018 年漁業センサス（海面漁業調査漁業経営体調査）で把握した漁業経営体の名

簿（本調査設計は 2013 年漁業センサス結果を基に設計しているため、2018 年漁業

センサス結果が取りまとまり次第、当該結果を基に同手法にて再設計を行う。）。

(3) 母集団の大きさ

約 95,000 漁業経営体（2013 年漁業センサス結果）

３ 標本設計の基本的考え方 

(1) 母集団のうち、「漁協以外の卸売市場」、「流通業者・加工業者」、「小売業・

生協」、「直売所・自家販売」（2018 年漁業センサスでは「消費者に直接販売」（以

下同じ。））又は「その他」に出荷がある漁業経営体（以下「直売あり漁業経営体」

という。）における販売金額規模別の漁業経営体数及び販売金額をみると、販売金

額規模の１億円以上階層の全体に占めるシェアは漁業経営体数では２％と非常に

少ないにもかかわらず、総販売金額では 62％を占めている（表１参照）。

表１ 「直売あり漁業経営体」における販売金額規模別階層の概要 

実数 シェア 累積 実数（億円） シェア 累積

100 万 円 未 満 13,521 36 100 68 1 100

100 ～ 300 万 円 未 満 8,733 23 64 131 2 99

300 ～ 500 万 円 未 満 4,582 12 41 183 3 97

500 ～ 800 万 円 未 満 3,352 9 28 218 4 94

800 ～ 1,000 万 円 未 満 1,389 4 19 125 2 90

1,000 ～ 1,500 万 円 未 満 1,469 4 16 184 3 88

1,500 ～ 2,000 万 円 未 満 841 2 12 147 2 85

2,000 ～ 5,000 万 円 未 満 1,965 5 10 688 11 83

5,000 万 ～ １ 億 円 未 満 766 2 4 575 9 71

１ ～ ２ 億 万 円 未 満 403 1 2 605 10 62

２ ～ ５ 億 円 未 満 304 1 1 1,064 18 52

５ ～ 10 億 円 未 満 87 0 0 653 11 34

10 億 円 以 上 76 0 0 1,431 24 24

37,488 100 - 6,070 100 -

※総販売金額の実数は、各販売金額規模の中位数を販売金額として、漁業経営体数に乗じて算出した。
中位数のない10億円以上の販売金額規模は、直近で実額を調査していた2003年漁業センサス結果における漁協のみ

に出荷した経営体を除く10億円以上規模の平均販売金額を用いた。

漁業経営体 総販売金額
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 調査の精度を確保するためには、販売金額全体に占める割合の大きい大規模農業

経営体の動向を的確に捉えることが非常に重要であることから、「直売あり漁業経

営体」のうち販売金額１億円以上の漁業経営体は全数調査を行うこととする。 

(2) 「直売あり漁業経営体」における売上１位の出荷先別漁業経営体数をみると、出

荷先ごとに大きな差があることから、全体設計とはせず、売上１位の出荷先別、販

売金額階層別の標本設計とする（表２参照）。

(3) 漁協の市場又は荷さばき所のみにしか出荷がない漁業経営体（以下「直売なし漁

業経営体」という。）は、センサス時点では直接販売を行っていない漁業経営体で

あるものの、近年の流通形態の多様化の状況等を踏まえ、直接販売への参入の状況

を把握することを目的として、抽出率による標本調査とする。

表２ 売上１位の出荷先別販売金額階層別漁業経営体の概要 

４ 標本設計の具体的方法（標本数の算出） 

(1) 直売あり漁業経営体

ア 売上１位の出荷先の違いにより、「漁協の市場又は荷さばき所」、「漁協以外

の卸売市場」、「流通業者・加工業者」、「小売業・生協」、「直売所・自家販

売」又は「その他」の階層に区分する。なお、2018 年漁業センサスにおいては、

「外食産業」を新たに追加しているため、本調査の標本設計についても同様とす

る。

イ 売上１位の出荷先の違いによる階層（以下「出荷先階層」という。）別に、販

売金額が１～30 億円未満（「小売業・生協」、「直売所・自家販売」及び「その

他」は１～10 億円未満）の漁業経営体を全数階層とする。また、全数階層の標準

偏差が小さくなるよう販売金額 30 億円以上（「小売業・生協」、「直売所・自家

販売」及び「その他」は 10 億円以上）の漁業経営体を完全回収階層とし、全てを

総計
漁協の市

場又は荷さ
ばき所

漁協以外
の卸売市

場

流通業者・
加工業者

小売業・
生協

直売所・
自家販売

その他

100 万 円 未 満 31,291 13,521 2,362 3,441 1,174 1,083 3,549 1,912 17,770

100 ～ 300 万 円 未 満 22,744 8,733 2,455 3,273 1,257 546 945 257 14,011

300 ～ 500 万 円 未 満 11,300 4,582 1,322 1,877 682 257 325 119 6,718

500 ～ 800 万 円 未 満 8,678 3,352 1,074 1,333 523 186 160 76 5,326

800 ～ 1,000 万 円 未 満 4,118 1,389 476 559 218 51 57 28 2,729

1,000 ～ 1,500 万 円 未 満 4,616 1,469 592 496 243 50 52 36 3,147

1,500 ～ 2,000 万 円 未 満 2,797 841 345 249 158 12 38 39 1,956

2,000 ～ 5,000 万 円 未 満 5,465 1,965 731 562 484 36 74 78 3,500

5,000 ～ １ 億 円 未 満 1,867 766 209 217 253 30 28 29 1,101

１ ～ ２ 億 万 円 未 満 857 403 88 127 146 8 16 18 454

２ ～ ５ 億 円 未 満 531 304 63 105 104 10 4 18 227

５ ～ 10 億 円 未 満 137 87 18 34 32 2 1 - 50

10 億 円 以 上 106 76 10 36 22 2 1 5 30

合計 94,507 37,488 9,745 12,309 5,296 2,273 5,250 2,615 57,019

100% 26% 33% 14% 6% 14% 7%

漁業経営体

直売あり漁業経営体

直売なし
漁業経営体

30



回収することを目標とする（表３参照）。 

表３ 完全回収階層の各種データ（直売あり漁業経営体） 

ウ 全数階層について、実際の回収率が 60％であった場合に想定される回収標本数

を設計上の標本数とし、出荷先階層ごとに販売金額の誤差分散を算定する（表４

参照）。

 （計算式） 

誤差分散 ＝ 
経営体数 ×（経営体数 － 想定回収標本数） 

× 標準偏差 2 
想定回収標本数 

表４ 全数階層の各種データ（直売あり漁業経営体） 

 

エ 販売金額１億円未満の漁業経営体を標本抽出階層とし、さらに第１階層（100

万円未満）、第２階層（100～1,000 万円未満）、第３階層（1,000 万～１億円未

満）に分割する。

 標本抽出階層については、出荷先階層ごとに、全数階層と合わせた販売金額の

目標精度が標準誤差率５％となるよう目標精度を算定し、これに基づき必要標本

数を算定する（表５参照）。 

オ エにより算出した標本抽出階層のうち、調査対象者数が非常に少ない第１階層

漁業経営体数 調査対象者数

漁協の市場又は荷さばき所 5 5

漁協以外の卸売市場 3 3

流通業者・加工業者 3 3

小売業者・生協 2 2

直売所・自家販売 1 1

その他 5 5

経営体数
想定回収
標本数

標準偏差 誤差分散

漁協の市場又は荷さばき所 174 104 32,354 122,597,321,457

漁協以外の卸売市場 299 179 52,793 558,660,170,111

流通業者・加工業者 301 181 42,849 366,402,214,514

小売業者・生協 20 12 17,889 4,266,666,667

直売所・自家販売 21 13 14,254 2,625,641,026

その他 36 22 10,142 2,356,363,636
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（100 万円未満）の出荷先階層について、調査票の非回収、廃業等により推計の

根拠となるデータを得ることができないことが想定されるため、最低 20 標本を確

保するよう調査対象数を補充する。 

  （目標精度の計算式） 

Σ出荷先階層別の全数階層の販売金額の誤差分散 

＋Σ(出荷先階層別の標本抽出階層の販売金額)
 ２

×(出荷先階層別の標本抽出階層の販売金額の目標精度)
 ２
 

＝(販売金額(出荷先階層別)×0.05)
 ２
 

２

  （必要標本数の計算式） 

必要標本数 ＝ 
ｎ０ 

１ ＋ 
ｎ０ 

経営体数 

 ここで 

表５ 標本抽出階層の各種データ 

標準偏差   ２ 

ｎ０＝ 平均 

目標精度 

第１階層（100万円未満）

経営体数 必要標本数 調査対象者数 標準偏差 誤差分散

漁協の市場又は荷さばき所 2,362 1 20 2 23,589,987

漁協以外の卸売市場 3,441 1 20 3 119,979,868

流通業者・加工業者 1,174 1 20 2 5,864,996

小売業者・生協 1,083 3 20 3 4,495,818

直売所・自家販売 3,549 3 20 4 67,600,714

その他 1,912 113 206 25 18,962,193

第２階層（100～1,000万円未満）

経営体数 必要標本数 調査対象者数 標準偏差 誤差分散

漁協の市場又は荷さばき所 5,327 58 105 231 25,912,145,756

漁協以外の卸売市場 7,042 29 52 224 86,194,917,818

流通業者・加工業者 2,680 25 45 226 14,663,265,198

小売業者・生協 1,040 163 297 208 240,970,483

直売所・自家販売 1,487 108 196 188 670,643,214

その他 480 42 76 211 224,971,201

第３階層（1,000万～１億円未満）

経営体数 必要標本数 調査対象者数 標準偏差 誤差分散

漁協の市場又は荷さばき所 1,877 72 132 1,897 168,289,678,477

漁協以外の卸売市場 1,524 40 72 2,056 242,060,506,813

流通業者・加工業者 1,138 28 51 2,245 226,970,156,472

小売業者・生協 128 91 128 2,460 317,046,870

直売所・自家販売 192 82 149 2,048 1,075,007,041

その他 182 40 73 2,049 2,721,082,896

※ 調査対象者数は必要標本数を想定回収率（55％）で除した値である（ただし、最低20標本とする。）

32



(2) 直売なし漁業経営体

ア 販売金額が 30 億円以上の漁業経営体を完全回収階層、１～30 億円未満及び１

億円未満を標本抽出階層に区分する。

イ 区分した階層別に抽出率（標本抽出階層（１～30 億円未満）：抽出率 1/3、標

本抽出階層（１億円未満）：抽出率１％）により標本数を算定する。なお、完全

回収階層は全てを調査対象とする（表６参照）。

表６ 「直売なし漁業経営体」の漁業経営体数及び調査対象者数 

表７ 調査対象者数の一覧 

 

 

 

 

 

 

漁業経営体数 調査対象者数

完全回収階層 7 7

標本抽出階層（１～30億円未満） 754 251

標本抽出階層（１億円未満） 56,258 563

全体 57,019 821

漁協の市場又
は荷さばき所

漁協以外の
卸売市場

流通業者・
加工業者

小売業者・
生協

直売所・
自家販売

その他 計

直売あり漁業経営体 436 446 420 467 387 396 2,552

完全回収階層 5 3 3 2 1 5 19

全数階層 174 299 301 20 21 36 851

標本抽出階層 257 144 116 445 365 355 1,682

直売なし漁業経営体 821

完全回収階層 7

標本抽出階層（１～30億円未満） 251

標本抽出階層（１億円未満） 563

3,373計
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別添５ 

集計事項 

６次産業化総合調査 農業・農村の６次産業化総合調査 

（農業経営体等における６次産業化業態別調査票） 

総括表 

１ 農業生産関連事業別 

(1) 年間販売金額及び年間販売金額規模別事業体数割合

(2) 従事者数及び雇用者の男女別割合

(3) 産地別年間仕入金額（農産物直売所は販売金額）

２ 全国農業地域・都道府県別 

(1) 農業生産関連事業の年間販売金額及び事業体数

(2) 農業生産関連事業の従事者数

農産物の加工 

１ 運営主体別 

(1) 年間販売金額及び年間販売金額規模別事業体数割合

(2) 販売先別事業体数（複数回答）

(3) 販売先別年間販売金額

(4) 主な加工品目別年間販売金額

(5) 農産物の加工における従事者数及び男女別・年齢別従事者数割合

(6) １事業体当たり従事者数

(7) 農産物の加工における年間雇用労賃及び年間雇用労賃規模別事業体数割合

(8) 年間販売金額規模別雇用者数

(9) 農産物の加工の運営に係る経営方針の決定に参画している従事者数及び男女別従

事者数割合 

(10) 年間仕入金額及び年間仕入金額規模別事業体数割合

(11) 品目別年間仕入金額

(12) 産地別年間仕入金額

(13) 品目別産地別年間仕入金額

(14) １事業体当たり稼働日数

(15) 他産業との連携状況別事業体数割合（複数回答）

２ 全国農業地域・都道府県別 

(1) 年間販売金額及び年間販売金額規模別事業体数割合

(2) 年間仕入金額及び年間仕入金額規模別事業体数割合

(3) 品目別年間仕入金額

(4) 産地別年間仕入金額

(5) １事業体当たり稼働日数

(6) 他産業との連携状況別事業体数割合（複数回答）

農産物直売所 

１ 運営主体別 

(1) 年間販売金額及び年間販売金額規模別事業体数割合
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(2) 品目別年間販売金額

(3) 産地別年間販売金額

(4) 品目別産地別年間販売金額

(5) 販売先別事業体数（複数回答）

(6) 農産物直売所における従事者数及び男女別・年齢別従事者数割合

(7) １事業体当たり従事者数

(8) 農産物直売所における年間雇用労賃及び年間雇用労賃規模別事業体数割合

(9) 年間販売金額規模別雇用者数

(10) １事業体当たり営業日数及び営業時期別事業体数

(11) 年間購入者数規模別事業体数割合

(12) 農産物直売所における販売施設の形態別事業体数割合（複数回答）

(13) 常設施設を使用する農産物直売所における１事業体当たり売場面積及び売場面積

規模別事業体数割合 

(14) 農産物等の取扱状況別事業体数割合

(15) 他農家等の出荷物も取扱う場合の出荷者数及び出荷者数規模別事業体数割合

(16) 出荷者からの料金徴収状況別事業体数割合及び品目別平均手数料率

２ 全国農業地域・都道府県別 

(1) 年間販売金額及び年間販売金額規模別事業体数割合

(2) 品目別年間販売金額

(3) 産地別年間販売金額

(4) １事業体当たり営業日数及び営業時期別事業体数割合

(5) 年間購入者数規模別事業体数割合

３ 常設施設・通年営業の販売金額規模別事業体数割合  

観光農園 

１ 運営主体別 

(1) 年間売上金額及び年間売上金額規模別農業経営体数割合

(2) 観光農園における従事者数及び男女別・年齢別従事者数割合

(3) １農業経営体当たり従事者数

(4) 観光農園における年間雇用労賃及び年間雇用労賃規模別農業経営体数割合

(5) 年間売上金額規模別雇用者数

(6) １農業経営体当たり営業日数

(7) 年間利用者数規模別農業経営体数割合

(8) 観光農園における取扱品目別農業経営体数割合（複数回答）

２ 全国農業地域・都道府県別 

(1) 年間売上金額及び年間売上金額規模別農業経営体数割合

(2) １農業経営体当たり営業日数

(3) 年間利用者数規模別農業経営体数割合

(4) 観光農園における取扱品目別農業経営体数割合（複数回答）

農家民宿 

１ 運営主体別 

(1) 年間売上金額及び年間売上金額規模別農業経営体数割合

(2) 農林漁業等体験活動参加者・体験者の居住地域割合
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(3) 農林漁業等体験活動参加者数・体験人数及び参加者数・体験人数

規模別農業経営体数割合  

(4) 農林漁業等体験活動を実施している経営体のうち、海外からの参加者居住地域別

経営体数割合（複数回答） 

(5) 農林漁業等体験活動に係る年間参加料・体験料及び年間参加料・体験料規模別農

業経営体数割合  

(6) 農家民宿における従事者数及び男女別・年齢別従事者数割合

(7) １農業経営体当たり従事者数

(8) 農家民宿における年間雇用労賃及び年間雇用労賃規模別農業経営体数割合

(9) 年間売上金額規模別雇用者数

(10) １農業経営体当たり営業日数

(11) 年間宿泊者数、うち外国人宿泊者数及び国（地域）別の外国人宿泊者数割合

２ 全国農業地域・都道府県別 

(1) 年間売上金額及び年間売上金額規模別農業経営体数割合

(2) １農業経営体当たり営業日数

農家レストラン 

１ 運営主体別 

(1) 年間売上金額及び年間売上金額規模別事業体数割合

(2) 農家レストランにおける従事者数及び男女別・年齢別従事者数割合

(3) １事業体当たり従事者数

(4) 農家レストランにおける年間雇用労賃及び年間雇用労賃規模別事業体数割合

(5) 年間売上金額規模別雇用者数

(6) １事業体当たり営業日数

(7) 年間利用者数規模別事業体数割合

２ 全国農業地域・都道府県別 

(1) 年間売上金額及び年間売上金額規模別事業体数割合

(2) １事業体当たり営業日数

(3) 年間利用者数規模別事業体数割合
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別添６ 

集計事項 

６次産業化総合調査 漁業・漁村の６次産業化総合調査 

（漁業経営体等における６次産業化業態別調査票） 

１ 統計表 

総括表 

１ 漁業生産関連事業別 

(1) 年間販売金額及び年間販売金額規模別事業体数割合

(2) 従事者数及び雇用者の男女別割合

２ 都道府県別 

(1) 漁業生産関連事業の年間販売金額及び事業体数

(2) 漁業生産関連事業の従事者数

水産物の加工 

１ 運営主体別 

(1) 年間販売金額及び年間販売金額規模別事業体数割合

(2) 販売先別事業体数（複数回答）

(3) 販売先別年間販売金額

(4) 主な加工品目別年間販売金額

(5) 水産物の加工における従事者数及び男女別・年齢別従事者数割合

(6) １事業体当たり従事者数

(7) 水産物の加工における年間雇用労賃及び年間雇用労賃規模別事業体数割合

(8) 年間販売金額規模別雇用者数

(9) 年間仕入金額及び年間仕入金額規模別事業体数割合

(10) 品目別年間仕入金額

(11) 産地別年間仕入金額

(12) 品目別産地別年間仕入金額

(13) １事業体当たり稼働日数

(14) 他産業との連携状況別事業体数割合（複数回答）

２ 都道府県別 

(1) 年間販売金額及び年間販売金額規模別事業体数割合

(2) 年間仕入金額及び年間仕入金額規模別事業体数割合

(3) 品目別年間仕入金額

(4) 産地別年間仕入金額

(5) １事業体当たり稼働日数

水産物直売所 

１ 運営主体別 

(1) 年間販売金額及び年間販売金額規模別事業体数割合

(2) 販売先別事業体数（複数回答）

(3) 販売先別年間販売金額

(4) 品目別年間販売金額
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(5) 産地別年間販売金額

(6) 品目別産地別年間販売金額

(7) 水産物直売所における従事者数及び男女別・年齢別従事者数割合

(8) １事業体当たり従事者数

(9) 水産物直売所における年間雇用労賃及び年間雇用労賃規模別事業体数割合

(10) 年間販売金額規模別雇用者数

(11) １事業体当たり営業日数及び営業時期別事業体数割合

(12) 年間購入者数規模別事業体数割合

(13) 水産物直売所における販売施設の形態別事業体数割合（複数回答）

(14) １事業体当たり売場面積及び売場面積規模別事業体数割合

２ 都道府県別 

(1) 年間販売金額及び年間販売金額規模別事業体数割合

(2) 品目別年間販売金額

(3) 産地別年間販売金額

(4) １事業体当たり営業日数及び営業時期別事業体数割合

(5) 年間購入者数規模別事業体数割合

漁家民宿 

１ 運営主体別 

(1) 年間売上金額及び年間売上金額規模別漁業経営体数割合

(2) 農林漁業等体験活動参加者・体験者の居住地域割合

(3) 農林漁業等体験活動参加者数・体験人数及び参加者数・体験人数規模別漁業経営

体数割合 

(4) 農林漁業等体験活動を実施している経営体のうち、海外からの参加者居住地域別

経営体数割合（複数回答） 

(5) 農林漁業等体験活動に係る年間参加料・体験料及び年間参加料・体験料規模別漁

業経営体数割合 

(6) 漁家民宿における従事者数及び男女別・年齢別従事者数割合

(7) １漁業経営体当たり従事者数

(8) 漁家民宿における年間雇用労賃及び年間雇用労賃規模別漁業経営体数割合

(9) 年間売上金額規模別雇用者数

(10) １漁業経営体当たり営業日数

(11) 年間宿泊者数、うち外国人宿泊者数及び国（地域）別の外国人宿泊者数割合

２ 都道府県別 

(1) 年間売上金額及び年間売上金額規模別漁業経営体数割合

(2) １漁業経営体当たり営業日数

漁家レストラン 

１ 運営主体別 

(1) 年間売上金額及び年間売上金額規模別事業体数割合

(2) 漁家レストランにおける従事者数及び男女別・年齢別従事者数割合

(3) １事業体当たり従事者数

(4) 漁家レストランにおける年間雇用労賃及び年間雇用労賃規模別事業体数割合

(5) 年間売上金額規模別雇用者数
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(6) １事業体当たり営業日数

(7) 年間利用者数規模別事業体数割合

２ 都道府県別 

(1) 年間売上金額及び年間売上金額規模別事業体数割合

(2) １事業体当たり営業日数

(3) 年間利用者数規模別事業体数割合
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別添 

調査事項一覧

１ 農業・農村の６次産業化総合調査 

（農業経営体等における６次産業化業態別調査票） 

ア 農産加工・農産物直売所・観光農園の概要

(ｱ) 事業内容・運営形態

(ｲ) 法人番号

イ 農産加工

(ｱ) 農産加工品の販売金額

(ｲ) 年間稼働日数

(ｳ) 生産した加工品名、販売金額割合

(ｴ) 農産物加工品の販売状況

販売先別販売金額割合

(ｵ) 加工原料の仕入状況

品目別仕入金額及び品目別産地別仕入金額割合

(ｶ) 他産業との連携の有無

(ｷ) 農産加工における男女別・年齢別の従事者の状況及び雇用者の労賃

(ｸ） 経営方針の決定に参画している男女別従事者数

ウ 農産物直売所

(ｱ) 農産物直売所の販売金額

(ｲ) 農産物の販売状況

品目別販売金額割合及び品目別産地別販売金額割合

(ｳ) 営業期間及び年間営業日数

(ｴ) 農産物直売所における農産物、農産加工品等の販売先別販売金額割合

(ｵ) 農産物直売所の施設形態及び売場面積

(ｶ） 農産物直売所における購入者数

(ｷ) 農産物直売所の出荷者の範囲、出荷者数

(ｸ） 農産物直売所における販売手数料の有無及び手数料率

(ｹ） 農産物直売所における男女別・年齢別の従事者の状況及び雇用者の労賃

エ 観光農園

(ｱ) 観光農園の売上金額

(ｲ) 取扱品目

(ｳ) 営業日数及び利用者数

(ｴ) 観光農園における男女別・年齢別の従事者の状況及び雇用者の労賃

オ 農家民宿

(ｱ) 農家民宿の運営形態

(ｲ) 法人番号

(ｳ) 農林漁業等体験活動の有無
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(ｴ) 農家民宿の売上金額及び農林漁業等体験参加料

(ｵ) 営業日数及び宿泊者数

(ｶ) 訪日外国人宿泊者数及び国（地域）別の外国人宿泊者数割合

(ｷ) 農林漁業等体験の参加者数及び参加者の居住地域割合等

(ｸ) 農家民宿における男女別・年齢別の従事者の状況及び雇用者の労賃

カ 農家レストラン

(ｱ) 農家レストランの運営形態

(ｲ) 法人番号

(ｳ) 農家レストランの売上金額

(ｴ) 営業日数及び利用者数

(ｵ) 農家レストランにおける男女別・年齢別の従事者の状況及び雇用者の労賃

２ 漁業・漁村の６次産業化総合調査 

（漁業経営体等における６次産業化業態別調査票） 

ア 水産加工

(ｱ) 水産加工の運営形態

(ｲ) 法人番号

(ｳ) 水産加工品の販売金額

(ｴ) 年間稼働日数

(ｵ) 生産した加工品名及び販売金額割合、販売先別販売金額割合

(ｶ) 加工原料の仕入状況

品目別仕入金額及び品目別産地別仕入金額割合

(ｷ) 他産業との連携状況

(ｸ) 水産加工における男女別・年齢別の従事者の状況及び雇用者の労賃

イ 水産物直売所

(ｱ) 水産物直売所の運営形態

(ｲ) 法人番号

(ｳ) 水産物直売所の販売金額、販売先別販売金額割合

(ｴ) 品目別販売金額割合、品目別産地別販売金額割合

(ｵ) 営業期間及び年間営業日数、施設形態、売場面積及び購入者数

(ｶ) 水産物直売所における男女別・年齢別の従事者の状況及び雇用者の労賃

ウ 漁家民宿

(ｱ) 漁家民宿の運営形態

(ｲ) 法人番号

(ｳ) 農林漁業等体験活動の有無

(ｴ) 漁家民宿の売上金額及び農林漁業等体験参加料

(ｵ) 営業日数及び宿泊者数

(ｶ) 訪日外国人宿泊者数及び国（地域）別の外国人宿泊者数割合

(ｷ) 農林漁業等体験の参加者数及び参加者の居住地域割合等

(ｸ) 漁家民宿における男女別・年齢別の従事者の状況及び雇用者の労賃
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エ 漁家レストラン

(ｱ) 漁家レストランの運営形態

(ｲ) 法人番号

(ｳ) 漁家レストランの売上金額

(ｴ) 営業日数及び利用者数

(ｵ) 漁家レストランにおける男女別・年齢別の従事者の状況及び雇用者の労賃

３ 農業・農村の６次産業化総合調査 

（農業経営体における販売先実態調査票） 

ア 法人番号

イ 農産物の年間販売金額

ウ 出荷先別の販売金額割合

４ 漁業・漁村の６次産業化総合調査 

（漁業経営体における販売先実態調査票） 

ア 法人番号

イ 水産物の年間販売金額

ウ 出荷先別の販売金額割合
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【参考情報】 

６次産業化総合調査の復元推計方法について 

１ 農業・農村の６次産業化総合調査（農業経営体等における６次産業化業態別調査） 

(1) 集計方法

業態別・都道府県別に年間販売（売上）金額の推定値を次式により算出する。

なお、全国計、全国農業地域別及び地方農政局等別の推定値は、都道府県別の各

  推定値を合計して算出する。 
＜推定値の計算式＞ 

Ｔ ：x の総計の推定値 

i ：運営主体別販売金額規模別階層を表す添字 

j ：標本経営体等を表す添字 

Ｌ ：運営主体別販売金額規模別階層の数 

Ｎi ：i 階層の母集団の大きさ 

ni ：i 階層の標本経営体等の数 

xij ：i 階層の標本経営体等のうち、j 番目の標本経営体等の xの調査値 

(2) 集計時の母集団について

集計時の母集団については、農業経営体、農協等の全数階層、標本階層ともに直

近の調査結果及び市区町村、農協等からの情報収集により作成した名簿を活用す

る。 

ただし、農産加工・農産物直売所における農業経営体については、上記手法では

把握しきれていない小規模な経営体（販売金額階層１～３階層）が存在することか

ら、農業構造動態調査の結果（継続事業体における生産関連事業の実施の有無）を

用いて減少率を算出し、当該減少率を乗じた経営体数とする。 

(3) 欠測値の補完について

都道府県別運営主体別販売金額階層別の母集団に対して調査票の有効回収数が２

経営体以下の場合は、推定値が算出できないため、当該都道府県が属する農業地域

別運営主体別販売金額階層別の平均値を代入する。その際、農業地域別の有効回収

数が２経営体以下の場合は、全国の運営主体別販売金額階層別の平均値を代入す

る。 

また、疑義照会の実施後においても回答が一部欠測していた場合は、前年値があ

る場合は前年値の代入、前年値が無い場合は上記と同様に、同じ運営主体、販売金

額階層の農業地域別又は全国の平均値を代入するなど、実態に即した手法を用いて

推定する。 
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２ 漁業・漁村の６次産業化総合調査（漁業経営体等における６次産業化業態別調査） 

(1) 集計方法

業態別・都道府県別に年間販売（売上）金額の推定値を次式により算出する。

なお、全国計の推定値は、都道府県別の各推定値を合計して算出する。

＜推定値の計算式＞ 

Ｔ ：x の総計の推定値 

i ：運営主体別販売金額規模別階層を表す添字 

j ：標本経営体等を表す添字 

Ｌ ：運営主体別販売金額規模別階層の数 

Ｎi ：i 階層の母集団の大きさ 

ni ：i 階層の標本経営体等の数 

xij ：i 階層の標本経営体等のうち、j 番目の標本経営体等の xの調査値 

(2) 集計時の母集団について

集計時の母集団については、漁業経営体、漁協等の全数階層、標本階層ともに直

近の調査結果及び市区町村、漁協等からの情報収集により作成した名簿を活用す

る。 

(3) 欠測値の補完について

都道府県別運営主体別販売金額階層別の母集団に対して調査票の有効回収数が２

経営体以下の場合は、推定値が算出できないため、当該都道府県が属する農業地域

別運営主体別販売金額階層別の平均値を代入する。その際、農業地域別の有効回収

数が２経営体以下の場合は、全国の運営主体別販売金額階層別の平均値を代入す

る。 

また、疑義照会の実施後においても回答が一部欠測していた場合は、前年値があ

る場合は前年値の代入、前年値が無い場合は上記同様に同じ運営主体、販売金額階

層の農業地域別又は全国の平均値を代入するなど、実態に即した手法を用いて推定

する。 

３ 農業・農村の６次産業化総合調査（農業経営体における販売先実態調査） 
(1) 集計方法

全国の直接販売における販売金額の推定値を次式により算出した。

＜推定値の計算式＞ 
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Ｔ ：x の総計の推定値 

i, j ：売上１位の販売先別販売金額規模別階層を表す添字 

ｋ ：標本経営体を表す添字 

Ｌ ：売上１位の販売先別販売金額規模別階層の数 

Ｎj ：調査設計時の母集団名簿における j 階層の大きさ 

：集計時における推定母集団の i 階層の大きさ 

nj ：j 階層から抽出した標本経営体の数 

nji ：j 階層から抽出した標本経営体のうち、調査結果において i 階層に属して

いた標本経営体の数 

xjik ：j 階層から抽出した標本経営体のうち、調査結果において i 階層に属して

いた k 番目の標本経営体の x の調査値 

(2) 集計時の母集団について
集計時の母集団については、直近の農林業センサス又は農業構造動態調査の結果

を活用する。 

(3) 欠測値の集計について
販売先実態調査においては、欠測値の補完は行っていない。

４ 漁業・漁村の６次産業化総合調査（漁業経営体における販売先実態調査） 

(1) 集計方法
全国の直接販売における販売金額の推定値を次式により算出した。

＜推定値の計算式＞

Ｔ ：x の総計の推定値 

i, j ：売上１位の販売先別販売金額規模別階層を表す添字 

ｋ ：標本経営体を表す添字 

Ｌ ：売上１位の販売先別販売金額規模別階層の数 

Ｎj ：調査設計時の母集団名簿における j 階層の大きさ 
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：集計時における推定母集団の i 階層の大きさ 

nj ：j 階層から抽出した標本経営体の数 

nji ：j 階層から抽出した標本経営体のうち、調査結果において i 階層に属して

いた標本経営体の数 

xjik ：j 階層から抽出した標本経営体のうち、調査結果において i 階層に属して

いた k 番目の標本経営体の x の調査値 

(2) 集計時の母集団について
集計時の母集団については、直近の漁業センサス又は漁業構造動態調査の結果を

活用する。 

(3) 欠測値の集計について
販売先実態調査においては、欠測値の補完は行っていない。
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